
先日、米国デイリー・ジャーナル（Daily Journal Corp. 以下、デイリー・ジャーナル）が、中国のア
リババグループ（Alibaba Group 阿⾥巴巴集团 以下、アリババ）の持ち分を、ここ数ヶ月で2倍ほどに
増やしたことが明らかになりました。新年早々のサプライズに、驚かれた投資家の⽅も多いのではないで
しょうか。アリババは、当ファンドが連動を目指すATMX+指数の構成企業でもあります。

iFreeNEXT ATMX+

チャーリー・マンガーとアリババ

2022年1月14日

はじめに

※後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。※当資料の中で個別企業が記載されている場合、それはあくまで
も参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドへの組み入れや今後組み入れる
ことを、示唆・保証するものではありません。※内容は資料作成時点のもので、今後予告なく変更する場合がございます。

2022年1月4日（現地時間）にSEC（米国証券取引委員会）に届けられた報告書によると、新聞やソフ
トウエアビジネスを手掛けるデイリー・ジャーナルが、アリババのADR（米国預託株式）を60万2060株
保有していることがわかりました。2021年第3四半期末時点の30万2060株から約99％増、約30万株を追
加で買い増したことになります。

そしてこのデイリー・ジャーナルを会⻑を務めるのは、ウォーレン・バフェット率いるバークシャー・
ハサウェイ（Berkshire Hathaway Inc. 以下、バークシャー・ハサウェイ）の副会⻑でもある、著名投
資家チャーリー・マンガー氏です。

ニュースのまとめ

ここで改めて、アリババADR（$BABA）の株価を確認しておきましょう（図1）。2014年09月18日に
ニューヨーク証券取引所（NYSE）に新規上場したアリババ。調達額は250億ドル（当時の為替レートで約
2兆7000億円）に達し、当時は大型IPOとし大きく注目されました。2020年3月のコロナショック後も堅
調に推移したアリババは、2020年10月27日に終値ベースで最高値の317.14USドルをつけました。

しかし、 ATMX+ ホルダーの⽅々はすでにご存知かと思いますが、2020年10月以降、数々の困難がア
リババを襲います。まず2020年11月、アリババ傘下企業であるアントグループ（Ant Group CO., Ltd.
蚂蚁集团 以下、アント・グループ）が予定していた、上海・⾹港株式市場への上場が⾒合わせとなりま
した。年明け後も2021年4月の中国政府によるフィンテック規制、2021年7月のディディ・ショックなど
によって、株価は2022年1月11日時点で132.19USドルまで低下しています（図1）。ここ数年はアリバ
バに投資している投資家にとって決して平たんな道のりとは言えませんでした。

アリババADRの歴史

1/6



70

140

210

280

350

2020/01 2020/07 2021/01 2021/07 2022/01

（USドル）

コ
ロ
ナ
シ
ョ
ッ
ク

上
場
来
最
高
値 デ

イ
リ
ー
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル

買
い
増
し
②

デ
イ
リ
ー
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル

買
い
増
し
①

※後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。※当資料の中で個別企業が記載されている場合、それはあくまで
も参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドへの組み入れや今後組み入れる
ことを、示唆・保証するものではありません。※内容は資料作成時点のもので、今後予告なく変更する場合がございます。

（2020年1月2日〜2022年1月11日）

図1 アリババADRの推移（2020年来）
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（出所）Bloombergより大和アセットマネジメントが作成

※USドルベース
※上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

マンガー氏の投資スタイルは、「競争優位性を持つ素晴らしい企業が適正価格になる瞬間に集中投資を
⾏う」と言われています。アリババを含めた中国テクノロジー株を取り巻く環境は、引き続き不確実性の
高い状態ですが、マンガー氏のような資⾦が流入してきたことは大きなニュースと考えられます。

チャーリー・マンガー氏とアリババ株

マーケットが刻々と変化する中で、①情報鮮度が落ちる前に、最新の情報をお伝えする②時間をかけて
情報を深く調査し、情報をお伝えする、ことの2つのバランスを取った情報発信を⾏ってまいります。ま
た、「もう少し過去の情報を教えて欲しい」という⽅向けに、当社では月次報告書を作成しております。
以下リンクからご確認ください。

最後に

> 当ファンドの最新の月次報告書をチェック

2/6

https://www.daiwa-am.co.jp/funds/doc_open/fund_doc_open.php?code=3442&type=6&preview=on


ファンドの目的・特色
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投資リスク

ファンドの費用

 
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証

されているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰
属します。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
 

「株価の変動（価格変動リスク･信用リスク）」、「集中投資のリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、
「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことがで
きません。 

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投
資信託証券および上場投資証券は市場価格により取引され、連動債券と併せ、その組入状況により費用が変動す
ることなどから、費用を表示することができません。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

※徴収している販売会社は 
ありません。 

 
— 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.781％ 
（税抜 0.71％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に
対して左記の率を乗じて得た額とします。 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2022年1月4日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○  

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○  

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○  

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ 〇 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

iFreeNEXT ATMX+　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。 6/6




